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１．一般会計／特別会計決算

806

翌年度に繰
り越すべき
財源

一般会計

特別会計

1,531

歳入総額 実質収支

1,501 12 18

791 0 15

歳出総額
（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

平成２９年度決算は、一般会計と全ての特別会計において「黒字」になりました。

（単位：億円）

１

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。
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２．実質収支と財政調整等基金取崩額の推移

実質収支

２

（単位：億円）

（年度）

実質収支

実質収支

実質収支

財政調整等基金
取崩額

財政調整等基金
積立額

（一般会計）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



３．一般会計 歳入の状況

３億円の増

市 税
583 億円
(38％)

国・県支出金
279億円
(18％)

譲与税・交付金

99 億円(7％)

地方交付税

195 億円(13％)

諸収入

84億円(5％)

市 債

158億円(10％)

その他 133億円 (9％)

歳入総額 １,531億円

※2 各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

※1 その他＝分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金

３

前年度に比べ
１億円の減

５億円の増

６億円の減

※（ ）内は、構成比

５億円の増

７億円の増

８億円の増



区 分 ２９年度 ２８年度 増減額 増減率

市 税 ５８３ ５８４ △１ △0.1％

譲与税・交付金 ９９ ９２ ７ 7.0％

地方交付税 １９５ ２０１ △６ △2.8％

国・県支出金 ２７９ ２７４ ５ 1.7％

諸収入 ８４ ７９ ５ 7.5％

市 債 １５８ １５０ ８ 5.7％

その他 １３３ １３０ ３ 1.2％

合 計 １,５３１ １,５１０ ２１ 1.4％

４．一般会計歳入の状況（対前年度比）
（単位：億円）

４

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。増減率は、決算額（千円単位）で計算した数値を表示



５．一般会計歳入の主な増減内容

●市 税 個人市民税 ＋ ２.２億円

●地方交付税

●国・県支出金

●市 債

法人市民税 △ ５.４億円

経済対策臨時福祉給付金国庫補助金 ＋ ８.９億円

固定資産税・都市計画税 ＋ ３.０億円

臨時財政対策債 ＋ ３.０億円

総合レクリエーションセンター建設国庫補助金 ＋ ２.８億円

●地方消費税交付金 ＋ ３.１億円

△ ５.７億円

生活保護費国庫負担金 ＋ ３.８億円

５

●その他

第四給食センター建設事業債 △ １９.９億円

衆議院議員総選挙事務費委託金 ＋ １.０億円

年金生活者等支援臨時福祉給付金国庫補助金 △ １１.２億円

市政90周年文化施設建設基金・庁舎整備基金繰入金＋ ２０.１億円

総合レクリエーションセンター建設事業債 ＋ ２４.１億円



６．市 税 の 推 移
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ピークは平成９年度の624億円

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



７．地方交付税及び臨時財政対策債推移
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※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



８．一般会計 歳出（款別）の状況

民 生 費
525億円
（35％）公債費

157億円
（10％）

衛生環境費132億円（9％）

商工観光費87億円（6％）

消防費50億円（3％）

歳出総額 １,501 億円

教育費

169 億円

（11％）

農林業費18億円（1％）

その他20億円（2％）

15億円の増

25億円の減

18億円の増

（議会費・労働費・災害復旧費）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

８

総務費

165億円

（11％）

※（ ）内は、構成比

土木費

178億円

（12％）

19億円の減

12億円の増
7億円の増

14億円の増

2億円の減

4億円の減



性質別経費区分 ２９年度 ２８年度 増減額 増減率

義
務
的

人 件 費 ２３７ ２３０ ７ 2.9%

扶 助 費 ３０１ ２９９ ２ 0.8%

公 債 費 １５７ １３９ １８ 12.9%

義務的経費計 ６９５ ６６８ ２７ 4.0%

投
資
的

普通建設（補助） ７５ ７１ ４ 6.1%

普通建設（単独） １３０ １６９ △３９ △22.6%

災害復旧費 １１ ３ ８ 212.6%

投資的経費計 ２１６ ２４３ △２７ △10.9%

その他経費 ５９０ ５６６ ２４ 4.3%

合 計 １,５０１ １,４７７ ２４ 1.7%

９．一般会計歳出（性質別）の状況（対前年度比）
（単位：億円）

９

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。増減率は、決算額（千円単位）で計算した数値を表示



１０．一般会計 歳出の主な増減内容

●扶 助 費

退職手当 ＋ ３.３億円

〇投資的経費 （補）総合レクリエーションセンター建設事業 ＋ ７.９億円

◎その他経費

公共施設等総合管理基金積立金 ＋ ２４.０億円

（補）皐月かがやきこども園建設事業 ＋ ４.７億円

長野広域連合焼却施設建設負担金 ＋ １３.０億円

●公 債 費 市債元利償還金 ＋ １７.８億円

（補）第四学校給食センター建設事業 △ ７.１億円
（単）総合レクリエーションセンター建設事業 ＋１５.８億円

１０

障害者（児）介護給付費・訓練等給付費 ＋ ４.８億円

年金生活者等支援臨時福祉給付金 △ １０.７億円

●人 件 費

経済対策臨時福祉給付金 ＋ ８.９億円

（単）高機能消防指令情報システム整備事業 △ ９.２億円
（単）中央消防署整備事業 △ １２.０億円
（単）第四学校給食センター建設事業 △ ２４.５億円



１１．一般会計 歳出（性質別）の推移
（単位：億円）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。

１１

（年度）



4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

１２．公債費及び市債借入・残高の推移 １２

（年度）

見込
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（単位：億円）

（年度）

（一般会計）

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。



１４. 一般会計決算額の推移 １４

※各項目で端数処理をしているため計数が合わない場合がある。
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１５．経常収支比率の推移
％

財政構造の
硬直化

経常収支比率とは、市税や地方交付税などの経常的な財源が、人件費や公債費など義務的な経費や
経常的な経費にどれだけ使われているかを示す割合です。

弾力性のある
財政構造

平成29年度の91.3％は、過去最高値
財政構造の硬直化が更に増している。

１５

（年度）

長野市

中核市平均



１６．経常収支比率前年度比較

＝ ８９.８％×100

分 子

分 母 ＋３億円増

人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金
人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金

経常費充当経常一般財源経常費充当経常一般財源

人件費、扶助費、公債費、
物件費、繰出金

経常費充当経常一般財源

(+1.５％)

市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債
市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債

経常一般財源総額経常一般財源総額

などなど

市税、地方譲与税・交付金、
普通交付税、臨時財政対策債

経常一般財源総額

など

○分母の要因： 臨時財政対策債、地方消費税交付金等の増 ＋１０億円
地方交付税、市税等の減 △７億円

○分子の要因：
維持補修費、物件費、補助費等の減 △ １３億円

１６

など

公債費、人件費、扶助費の増 ＋ ２９億円

８８６億円

８０９億円

＋１６億円増

９１.３%９１.３%９１.３%


